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研究成果の概要（和文）： 本研究では、報告者は全国の都道府県に対して平成24年1月に「児童虐待への政策的対応に
ついての調査」を実施し質問紙を送付した。このうちの一部は、同一のテーマで平成17年度に実施した調査の追跡調査
に該当している。また調査の回答を得た自治体の中で特に秋田県、岐阜県、山梨県に対してはさらにインタビュー調査
を実施した。以上の調査から得た知見は以下のとおりである。①児童虐待全般に関する全国規模のデータ・ベースの必
要性、②家族再統合支援と民間の協力の強化、③「虐待と貧困」関連政策の必要性、④在日外国人を対象とする政策の
必要性、⑤政策評価の必要性、⑥母子保健と虐待防止の連携、⑦虐待の早期対応への民間協力。

研究成果の概要（英文）：In this study Ihave inquired two researches on child abuse prevention and trea- me
nt policies into the local government of all the prefectures in Japan. One is quastionnaire method researc
h and another is interview method research.thro- ugh two researches,I have had insights as follows.1,The n
ecessity of national data base on child abuse in Japan.2,The necessity of strengthening  family re- integr
ation policies and civil cooperation.3,Thenecessity of strengthening po- verty related policies.4,The nece
ssity of policies concerning the child abuse which occured foreigher's family in Japan.5,The necessity of 
assesmnt of effe- ctivity of child abuse prevention and treatment policies. 6,The effectivity of the suppo
rt policies of early pregnancy as child abuse prevention. 7,The effe-ctivity of civil cooperation to respo
nse child abuse reports.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（1）報告者は、ファミリー・バイオレンス
研究に一貫して取り組んできた。2005 年 3
月には、博士論文「ファミリー・バイオレン
スへの臨床社会学的アプローチ―子ども虐
待問題を具体的課題として」を出身大学であ
る京都大学に提出し、博士（文学）の学位を
授与された。この博士論文は、『ファミリー・
バイオレンス―子ども虐待発生のメカニズ
ム』という書名で 2005年 5月に晃洋書房か
ら出版された。また 2004～2005年度の科学
研究費補助金（基盤研究（C））を交付された
研究課題名「子ども虐待への臨床社会学的介
入」においては、地方自治体の児童虐待への
政策的対応を明らかにした。さらに 2006～
2007 年度の科学研究費補助金（基盤研究
（C））を交付された研究課題名「子ども虐待
への対応における家族介入的方法の有効性
と問題点」においては、親子分離した後に施
設入所した児童に生じるアタッチメント障
害とそれへの取組みを明らかにした。2008～
2010度の科学研究費補助金（基盤研究（C）） 
を交付された研究課題名「家庭内暴力発生の
ダイナミックスと有効な対応」においては、 
ファミリー・バイオレンスの発生を説明する
理論のうち近時もっとも有効なものとして
活用されている「入れ子型エコロジカル理
論」を用いて、全国都道府県警警察本部少年
課および全国の民間団体に対して行った「少
年による家庭内暴力」についての質問紙調査
の結果を分析した。 
（２）児童相談所における児童虐待相談対応
件数は1990年には1,101件であったが、2010
年には 56,384件でこの 20年間に 50倍に達
している。その間、2000 年に児童虐待防止
法、2004 年に改正児童虐待防止法が制定さ
れいずれも、虐待防止における国・地方公共
団体の責務を明記している。特に 2004 年の
改正児童虐待防止法では、地方公共団体の責
務が強調され児童相談所以外の市町村によ
る相談援助の実施が規定されている。 
  
２．研究の目的 
（１）本研究では児童虐待防止法、改正児童
虐待防止法で提起された観点から、地域社会
特に地方自治体における児童虐待への政策
的対応について、その＜継時的変化＞と＜有
効性＞に着目して検討する。 
（２）その予備作業として、アメリカにおけ
る児童虐待への政策的対応の継時的変化を
概観し比較材料としたい（Dodge,K.A.&D.L. 
Coleman(eds.)Preventing Child Maltreat- 
ment Guilford Press 2009) 
 アメリカでは1963～1967年の間に子どもに
関わる専門職からの通告を容易化する「児童
虐待通告法」が全州とコロンビア特別区で成
立した。1974 年には連邦法である「児童虐待
およびネグレクト防止・処遇法」が成立した
が、その中で虐待とネグレクトに関するデー
タ・ベースの作成と提供が主張され、アメリ

カ保健福祉省の管轄のもと、「児童虐待とネ
グレクトに関する全国情報センター
（NCCAN）」がデータ・ベースの作成と提供を
行っている。1980 年代には、児童虐待への意
識の覚醒と研究・予防の拡大が見られた。
1980 年の連邦法「養子縁組援助および児童福
祉法」では、親子分離至上主義批判と家族維
持がうたわれ、ペアレンティング教育、グル
ープによる両親サポート、電話相談等が実施
された。この時期、公的機関のみならず企業、
スポーツ団体、市民グループ等により過剰な
までの虐待防止プログラムが提供されたが、
その実態把握と成果評価は行われなかった。 
70～80 年代に実施されたプログラムで有効
とみなされたのは、早期介入プログラムで、
妊娠期間中および出生後 2年間の、定期的な
看護師による訪問サービスであった。しかし
80 年代には、薬物・物質依存の保護者による
児童虐待が問題となり、連邦法の方針は動揺
し＜治療的・福祉的より刑罰的介入＞の方向
に振れることとなった。1997 年には、家族維
持よりも子どもの安全と養子縁組を強調す
る連邦法「養子安全家族法」が成立した。 
 
３．研究の方法 
（１） 報告者は、平成 17 年度に全国の都
道府県に対して「児童虐待への政策的対応に
ついての調査」（平成 16～17 年度科学研究費
補助金基盤研究（C））を実施し、宮城、秋田、
茨城、栃木、群馬、千葉、神奈川、新潟、石
川、山梨、長野、静岡、京都、大阪、兵庫、
奈良、島根、山口、徳島、香川、愛媛、高知、
福岡、佐賀、宮崎、鹿児島の 26 府県から回
答を得た。今回の研究では、先行調査に対し
て回答があった 26府県に対して平成 24年１
～2月に追跡調査を行い、秋田、茨城、栃木、
千葉、新潟、山梨、京都、兵庫、奈良、島根、
山口、香川、高知、福岡、鹿児島の 15 府県
から回答を得た。 
 同時に平成 17 年度の先行調査で回答が無
かった都道県に対して同一の質問紙で再度
調査を行った。この調査に対して回答があっ
たのは、埼玉、東京、富山、岐阜、三重、滋
賀、和歌山、鳥取、広島、熊本、大分、沖縄
の 12 都県であった。 
 7 年の間隔をおいて実施された両調査を比
較し、政策的対応のうち継続しているもの、
あるいは新規のものを明らかにし、当該都道
府県児童相談所の児童虐待相談対応件数の
増減と照合して有効性を検討する。 
（２）平成 24 年 1～2月の追跡調査、再調査
で回答を得た都道府県のうち、特に内容をさ
らに深める必要があった秋田県、岐阜県、山
梨県に対しインタビュー調査を行った。それ
ぞれ日時、場所、インタビュー対象者は以下
のとおりである。 
①秋田県：平成 25 年 10 月 21 日、秋田県庁、 
健康福祉部子育て支援課長、家庭福祉班副主
幹、調整・子ども育成班主査 
②岐阜県：平成 25 年 11 月 25 日、岐阜県庁、 



健康福祉部子ども家庭課児童養護係長、及び
主任 
③山梨県：平成 25 年 12 月 9 日、山梨県庁、
健康福祉保健部児童家庭課児童養護担当主
事、児童対策企画監 
 
４．研究成果 
 （１）追跡調査 
質問項目は問Ⅰ、虐待ハイリスク家庭の把握
とリスク低減について、問Ⅱ、要保護対策地
域協議会について、問Ⅲ、児童虐待への政策
的対応の特徴、有効な点、問題点、の 3つで
あるが、特に問Ⅲに焦点を絞り各自治体の対
応の主要なものを①予防、②早期発見・対応、
保護・指導、③事後ケア、④問題点に分類し
た。その上で継続しているものに（継）、新
規に（新）のマークをつけた。不明のものに
はマークをつけていない。さらに最後に政策
の有効性との関連で、平成 23 年度の児童相
談所における児童相談対応件数の対前年度
増減率を示した。 
●秋田県：平成23年度対前年度増減率 0.81 
①24 時間 365 日電話相談（新）、NP プログラ
ムの実施（新） 
②児相、市町村職員の研修（新）、児相非常
勤職員の配置（新）、コモンセンス・ペアレ
ンティング・トレーナーの養成（新）、虐待
事案検証委員会の設置（新） 
③家族再統合プログラム（新） 
④児相職員数の不足、一般職員が児童福祉司
となること、また 3年前後で異動することか
らスキルの向上および蓄積が十分できない。 
●茨城県：対前年度増減率 0.94 
①発達障害児への支援（継）、市町村母子保
健および医療機関研修（産後ウツ予防、揺さ
ぶられ症候群予防等）（新）、要支援妊婦の把
握と支援（新） 
②児相の増員と資質の向上（継） 
③児童養護施設の整備（継） 
●栃木県：対前年度増減率 0.87 
①妊娠・出産に悩みを持つ者への相談窓口の
開設と周知（新） 
②24 時間 365 日相談体制（新）、児童虐待対
応チームの設置（平成 17年～ 継）、児童福
祉司の増員および教員、保健師、警察 OB 等
の配置、市町の母子保健担当と児童虐待担当
との連携（新） 
③退所児童等アフターケア事業をNPO法人に
委託して実施（新） 
④望まない妊娠の専用相談窓口開設の必要
性。要保護児童対策地域協議会の運営方法に
バラツキが大きい。家族支援が十分にできて
いない。 
●千葉県：対前年度増減率 0.95 
①「母子保健虐待予防マニュアル」の作成（平
成 21 年 新） 
②相談受付から終結に至る児童情報の一元
管理および各種会議等の進行管理等のため、
児相 IT システムの活用（新）。 
④死亡事例の検証結果等を受け、児童虐待対

応システムの抜本的見直しをはかる。 
●新潟県：対前年度増減率 1.15 
①NP プログラムの実施（新）、NPO と連携し
て虐待防止に関する講座の実施（新） 
②児童福祉司の増員、中央児相に虐待対応専
門チームの設置、県内児相における虐待対応
協力員の配置（５児相で 16 人）（いずれも継） 
●山梨県：対前年度増減率 1.16 
③通所指導事業および宿泊指導事業を行い、
虐待発生家庭における養育機能の再生・強化
および児童の人権擁護の促進（平成 18～ 
新）、具体的にはカウンセリングおよびスー
パーバイズ回数を「4人/月」に目標設定・実
施し、平成 18 年度 14 件から毎年 20％ずつ件
数を増やすように取り組む。家庭生活の継続、
虐待環境の改善等に効果。 
●京都府：対前年度増減率 1.08 
①「医療機関用子どもの虐待対応マニュア
ル」を山城地域で作成・配布また講演会の開
催（新）、地域の児童問題に対して相談援助
を行う児童家庭支援センターを付設（舞鶴学
園：継、京都大和の家：新） 
②各児相に初期対応を行う児童虐待対応協
力員の配置（継）、法的問題に対して専門的
助言や援助を行う弁護士の確保（継） 
③虐待を行った保護者へのカウンセリング
を行う精神科医の配置（宇治児相、継） 
●兵庫県：対前年度増減率  0.96 
①乳幼児ハイリスク家庭早期フォロー事業
（継）、ハイリスク妊産婦の早期発見、早期
支援のため、助産婦、看護師、養護教諭等へ
の研修の実施（新） 
②虐待防止 24 時間ホットライン（継）、市町・
県連携アドバイザーとして各児相に嘱託職
員の配置（新） 
③里親制度普及啓発研修事業（新）、虐待を
した親等への家族再生指導（継） 
●奈良県：対前年度増減率  1.34 
 平成 22 年に県下で発生した虐待致死事件
をきっかけとして設置された「奈良県児童虐
待対策検討会」の提言を受け、平成 23年「奈
良県児童虐待防止アクションプラン」（平成
23～25 年度）を策定。アクションプランでは、
児童虐待対応の4つのポイント（「未然防止」、
「早期対応」、「発生後の対応」、「体制整備」）
における課題と具体的行動を提示し、4 つの
ポイントごとに評価指標を設定するととも
に、実行指標を年度ごとに公表。 
①乳幼児健診未受診児の現認（継）、医療機
関と母子保健の連携強化（新）、 
③中央児相において、精神科医、心理職員、
学習指導員の配置等、一時保護児童へのケア
の充実（継）、児童養護施設に心理職員を配
置し、被虐待児童への心理療法の実施（新） 
●島根県：対前年度増減率  1.30 
②児童相談と女性相談との連携強化（継）、
児相に女性相談員を配置し、また DV 事案等
に関して警察から児相への通告が積極的に
行われる等、関係機関のネットワーク構築。 
④市町村により対応にバラツキがある。人事



異動等で、ケースの情報および相談対応の専
門性が十分継承されない。 
●山口県：対前年度増減率  1.05 
①市町職員専門性向上講習会の開催（平成 19
～ 新）、虐待防止地域サポーター（主任児
童委員、母子保健推進員、教員、人権擁護委
員等、 継）、児童家庭支援センターの設置
（4か所、継） 
②24 時間 365 日相談体制（継）、一時保護中
の被虐待児童への学習指導（継）、児童家庭
アドバイザーを配置し、児童福祉司に協力し
て調査・連絡調整（継） 
③児童養護施における専門的対応の充実
（継）、専門里親の育成・支援（継） 
●香川県：対前年度増減率  0.86 
①乳幼児健診や家庭訪問等を通じての保護
者に対する養育支援（新）、強い育児不安、
育児困難な家庭に対する重点的な子育て支
援（新）、未熟児、障害児等の親に対する専
門的な子育て支援（継） 
②児相の虐待初期対応班による早期対応
（継） 
③家族再統合プログラム実施による保護者
等への支援 
●高知県：対前年度増減率  0.82 
①市町村における児童家庭相談担当部署と
保健部署との連携・情報共有（新） 
②中央児相に専任の児童虐待対応チーム設
置（平成 21 年 7名→平成 22 年 11 名、新） 
④市町村職員の人事異動のサイクルが短く、
経験の蓄積や専門性の育成が困難である。 
●福岡県：対前年度増減率  1.00 
①ハイリスク妊産婦支援事業（継）、市町村
子育て支援センター等における育児支援事
業（継） 
②児相の支所の本所化（４児相→６児相、新）、 
児童福祉司（12 年度 24 名→23 年度 56 名）、
児童心理士（12 年度 10 名→23 年度 20 名）
の増員（継） 
③家族再統合支援事業（平成 23～ 新）施設
入所した子とその親を対象に、絆を修復して
子どもの家庭復帰につなげるプログラムを
実施。 
●鹿児島県：対前年度増減率  0.69 
②平成 22 年度までに全市町村に要保護児童
対策地域協議会設置。 
④要保護児童対策協議会を通じての関係機
関の連携強化、児相との役割分担の明確化。 
 
（２）再調査（平成 17 年度調査には回答が
無く、平成 23 年度調査に初めて回答が寄せ
られた都県。従って新、継続の記述は無い。） 
問Ⅲ、「児童虐待への政策的対応の特徴、有
効な点、問題点」につて回答があった県のみ
について記述する。 
●埼玉県：対前年度増減率  1.23 
①母子保健の充実強化 
②児相への警官OBの配置,非常勤職員の複数
配置。 
③児童精神科医による巡回相談、家族支援プ

ログラムによる家族再統合、地域小規模児童
養護施設の設置や小規模グループケアの整
備促進、里親委託推進員を全児相に配置。 
●岐阜県：対前年度増減率  1.10 
①育児不安を抱える親を対象とした NP プロ
グラムの実施、父親の育児参加を促進する
「ぎふイクメンプロジェクト」の実施、父親
の子育てへの関わり方や子育ての基礎知識
等を記した「父子手帳」の作成・配布。 
②「子ども相談センター24 時間虐待通報ダイ
ヤル」の開設、24 時間 365 日受け付け体制。 
③児童養護施設退所者等に対する就職活動
支援。 
●三重県：対前年度増減率  1.08 
平成 16 年 3月「子どもを虐待から守る条例」
を制定。「子育て支援指針」、「早期発見対応
指針」、「保護支援指針」の 3指針により児童
虐待防止の方向性を示す。また平成 23 年 3
月「三重県子ども条例」制定。基本理念とし
て子どもを権利の主体として尊重、子どもの
最善の利益の尊重、子どもの力を信頼、を掲
げている。 
●滋賀県：対前年度増減率  1.07 
①「子育て三方よしコミュニティ推進事業」
による子育て情報発信・共有および子育て支
援機関の交流。 
②全市町村に要保護児童対策協議会の設置。 
●広島県：対前年度増減率  1.17 
②児童虐待対応嘱託弁護士の配置、一時保護
所心理療法士の配置、虐待通告のあった児童
の安全確認等のため児童虐待防止支援員の
配置、専門家による早期虐待診断のしくみづ
くり。 
③虐待発生家族に対する家族療法事業、里親
支援事業、施設入所児童の家庭復帰支援を行
う子ども家庭支援員の配置。 
●大分県：対前年度増減率  1.03 
①「いつでも子育てホットライン」の設置（24
時間対応、平成 22 年～）、子育て支援員によ
る訪問型子育て支援（平成 24 年～）、地域に
根ざした子育て支援ネットワークづくり、地
域における男性の子育て参加の向上をはか
る（平成 24～）。 
②全 18 市町村における要保護児童対策協議
会の設置。 
●沖縄県：対前年度増減率  0.99 
②児相（2 か所）に児童虐待早期対応のため
の専任の児童福祉司の配置、児童福祉司およ
び児童心理士のスーパーバイザーの増員。 
④児童虐待防止のための広報・啓発の充実を
はかりたいが、多くの県民に意識づけできる
効果的な広報・啓発の方法に苦慮している。 
 
（註）NP プログラムについて 
 追跡調査、再調査の回答中、「予防」の項
目に何度か挙げられている NP プログラムに
ついて若干の説明を加えたい。NP（Nobody’s 
Perfect）プログラムは、1980 年代初めに、
カナダ政府主導で開発された親教育プログ
ラムである。1987 年にカナダ全土に導入され、



全州、準州において実施されている。NPプロ
グラムの対象となるのは、就学前の子どもを
持つ親であり、20 人以下の少人数・固定メン
バーで、1 回約 2 時間のセッションを原則と
して毎週、連続 6回以上開催する。有資格者
のファシリテーターがセッションを運営す
る。セッションにおいて参加者は各自の子育
て体験を語り、また他者の体験に耳を傾ける
ことで、事実の客観的認識→分析→事後への
応用という体験学習サイクルを身に着ける。 
（参考文献：原田正文、2008、『完璧志向が
子どもをつぶす』筑摩書房） 
（３）インタビュー調査 
①秋田県 
 秋田県における児童虐待の相談対応件数
は、平成 15年度には 69 件であったが、平成
24 年度には 198 件と 3 倍弱に増加している。
またその間の平成 19 年には、「秋田連続児童
殺人事件」が発生し、事件以前から被害児童
が保護者からネグレクトを受けていたこと
が問題となった。この事件の影響の有無は定
かではないが、報告者の実施した調査におい
ても平成 23年度の回答は平成 17年度のそれ
と比べ、秋田県における政策的対応が飛躍的
に充実したことを物語っている。諸対策のう
ちでも注目すべきは、予防対策としての「ノ
ーバディズ・パーフェクト・プログラム親支
援講座」事業であり、秋田市（平成 22～24
年度 27 回）等の都市部で活発である。また
横手市等の農村地域では、NP プログラムの開
催回数は多いとは言えないが、3 世代同居率
が高く同時に虐待発生件数が少ないのも注
目される。 
②岐阜県 
 岐阜県における平成 24 年度の相談対応件
数は、725 件で過去最多の平成 23 年度から横
這い状態である。岐阜県において注目された
のは、外国人の流入人口の多さと児童虐待発
生との関連である。中濃地域の加茂市、可児
市では外国人が人口の 1割を占め、その多く
が工場労働者で貧困や不安定雇用等の問題
を抱えている。これらの問題が虐待の発生を
促進するリスク要因になるのではないだろ
うか。質問紙への回答、またインタビューの
際にも指摘されたのは、「虐待ハイリスク家
庭と貧困問題との関連性は強く、根本的な対
策として社会保障や所得再配分についての
大きな政策的アジェンダの設定を必要とす
る」ということであった。 
③山梨県 
 山梨県における平成 24 年度の相談対応件
数は 512 件で、前年度比 7.3％増であった。 
山梨県において注目されたのは、通所指導事
業および宿泊指導事業による、家族再統合支
援である。虐待により児童養護施設や一時保
護所に措置された児童および保護者を対象
として、家庭における養育機能の再生・強化
や児童の人権擁護の促進をはかる。宿泊指導
は都留児童相談所に「親子訓練室」があり、
そこで宿泊し、カウンセリング等を実施する。 

（４）追跡調査、再調査、インタビュー調査
を通じての考察 
①児童虐待に関する全国の情報をデータ・ベ
ース化し一元的管理を行うアメリカの「児童
虐待とネグレクト全国情報センター
（ National Center on Child Abuse and 
Neglect  NCCAN）のような行政機関は残念な
がら日本には存在しない。しかし虐待防止・
事後ケアのためにも必要であり、千葉県では
県レベルで児相 IT システムを活用して情報
の一元的管理を行っている。 
②事後ケアとりわけ家族再統合支援につい
ては、その必要性をどの自治体も認めている
が、方法論の検討も十分でなく対応に苦慮し
ているのが現状である。この領域において、
NPO 等民間の協力の一層の拡大が必要である。 
③岐阜県の調査において指摘されたように、
虐待と貧困との関連が強く経済的側面から
の支援も必要である。しかし現実には多くの
自治体の施策は、心理学的、精神医学的、医
療・保健的なものが主体である。児童虐待担
当部署と生活保護等公的扶助担当部署との
連携の強化が必要である。 
④同じく岐阜県の調査で明らかになったが、
在日外国人家庭においても虐待問題が多く
発生している。この問題への取組みの強化が
望まれる。 
⑤各自治体において、虐待防止、早期発見・
対応、事後ケアのすべての分野にわたって、
きめ細かな政策的対応がとられているが政
策の効果についてアセスメントを実施して
いる自治体は少ない。一例として、奈良県は
平成 23 年に策定したアクションプランに政
策評価を盛り込んでいる。 
⑥アメリカと同様日本においても、多くの自
治体では虐待防止の施策の一環として、母子
保健活動の充実に力を入れている。そのため
に母子保健担当部署と児童虐待担当部署の
連携の必要性が認識されている。 
⑦早期発見対応のため、多くの自治体が児童
相談所に虐待早期対応チーム・班、対応協力
員を配置し、そこにおいて専門性を持つ民間
人が協力している。 
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